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守山市中部地区地域包括支援センター運営業務 

公募型プロポーザル方式実施要項 

 

１ 対象事業の目的 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域資源を活用

し、自立生活の支援を目的として、身近な所で包括的な支援体制やサービス提供体

制の構築を行うため、圏域センターを設置し、その運営について民間委託を行う。 

この要項は、地域包括支援センターの運営を円滑に実施できる事業者をプロポー

ザル方式により選定し、委託契約を行うために必要な手続き等について定めるもの

である。 

 

２ 業務名 

  守山市中部地区地域包括支援センター運営業務 

 

３ 業務場所  

(1) 事務所設置場所 

   守山市下之郷三丁目２番５号 守山市福祉保健センター内  

(2) 担当圏域 

   吉身および玉津学区 

 

４ 業務内容 

  仕様書のとおり 

    

５ 見積上限価格  

 ４か年度計 金 95,928,800 円 

（内訳）令和２年度  金 7,145,600 円 

     令和３年度 金 29,594,400 円 

     令和４年度 金 29,594,400 円 

     令和５年度 金 29,594,400 円 

 

６ 履行期間 

令和３年１月１日から令和６年３月 31 日までの３年３か月間とする。 

  なお、令和３年１月１日から令和３年３月 31 日までは、引き継ぎ・研修期間 

とし、令和３年４月１日に開所とする。 
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７ プロポーザル方式等の採用の具体的な理由 

受注者には介護保険制度をはじめとする市の介護・福祉行政の一翼を担う公益的

な機関として、公正で中立かつ効率的な事業運営を行うことが求められる。そのた

めには、価格だけでなく、提案者の理念や実績、創造力、技術力および問題解決能

力等を総合的に評価し、公平かつ適切に受注者を選定する。 

   

８ 事業の全体スケジュールおよび受注者決定までの事務手順  

(1) 実施要項、募集要項発表         令和２年６月 15 日（月） 

(2) 受付開始                               ６月 22 日（月） 

(3) 公募説明会                             ７月 ３日（金）午後１時 30 分 

 (4) 質問締切                ７月 17 日（金）正午 

 (5) 質問回答                ７月 27 日（月） 

 (6) 提出書類の事前審査期限         ７月 31 日（金） 

※提出書類の事前審査を必ず受けること。 

(7) 提案書等の提出期限              ８月 11 日（火）正午 

 (8) 選定委員会による審査、プレゼンテーション等実施 

       ９月上旬から９月中旬頃予定 

※ただし、受付状況により、複数日開催することもある。 

 (9) 審査結果通知発送             ９月下旬頃予定 

  

９ プロポーザル方式等の種別 

  公募型プロポーザル方式 

 

10 公募条件、応募期間、応募方法および業者選定基準 

  別紙募集要項のとおり 

    

11 公募説明会 

申請方法、提出書類などについて説明会を開催する。参加人数は１法人につき２

人までとする。 

また、説明会の参加は任意であり、参加しないことで選定において不利になるこ

とはない。  

(1) 開催日時 

   令和２年７月３日（金）午後１時30分から１時間程度 

(2) 開催場所 

  守山市下之郷三丁目２番５号 守山市福祉保健センター３階講習室 
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(3) 参加申込 

  事前の申込は不要。当日、上記会場にて参加者の受付を行う。 

(4) 協力依頼 

  会場である守山市福祉保健センターの駐車場の都合上、車での来庁は、できる

限り乗り合わせでお願いする。 

 

12 質疑応答 

 (1) 提出期間 

令和２年６月 22 日（月）から令和２年７月 17 日（金）まで（土曜日、日曜

日および祝日を除く）。ただし、最終日は正午必着とする。 

 (2) 提出方法 

守山市健康福祉部地域包括支援センターまで、質問書（様式２）を持参、郵

送または電子メールで提出することとし、口頭・ＦＡＸでの質疑応答は行わな

い。持参による提出の場合、受付は平日の午前８時 30 分から午後５時 15 分ま

でとし、最終日は正午必着とする。 

電子メールにて質問する場合は、標題を「質問書（法人名）」として下記のメ

ールアドレスへ送信することとし、電話で受信の確認を行うこと。 

E-mail：chiikihokatsu＠city.moriyama.lg.jp 

また、郵送にて質問する場合も、電話で受信の確認を必ず行うこと。 

(3) 回答方法 

提出された質問書（様式２）については、一括して回答文書を作成し、守山

市健康福祉部地域包括支援センターのカウンターにて令和２年７月 27 日（月）

午前８時 30 分から掲示する。また、守山市ホームページにも公表する。     
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13 参加申込書および提案書等の作成要領 

(1) 提案書等の様式および部数 

【参加資格確認書類】

分類 様式 添付書類および備考
必要
部数

申出書 様式１ １部

－
□登記事項証明書または商業登記簿
謄本

１部

□印鑑証明書 １部

国税、県税、市税に未納がない証明ま
たは納税証明書

□国税（法人税と消費税及地方消費
税）

１部

 □県税（法人事業税、法人県民税） １部

 □市税（法人市民税） １部

様式５ 法人役員名簿 １部

様式６
※守山市入札参加資格登録業者は不
要

１部

【プロポーザル関係書類】

分類 様式 添付書類および備考
必要
部数

様式３ □法人概要パンフレット等 13部

様式４ 13部

指摘事項がある場合、以下を添付

 □監査等結果通知（写） 13部

 □改善報告書（写） 13部

－ 13部

□決算報告書等（直近３事業年度）

　・貸借対照表

　・損益計算書

　・監査報告書

－ 申請書を提出する日の属する事業年度 13部

－ 介護保険に関する事業 13部

様式８ 13部

様式９ 13部

様式10-1

様式10-2

【任意提出書類】

分類 様式 添付書類および備考
必要
部数

質問書 様式２ １部

公募型プロポーザル参加申込書

参加資格確認書類（発行日から３か月
以内のもの。写し可。）

申出関係
書類

提出書類

提出書類

質問書

経営計画書および収支計算書

事業内容の実績がわかる経営報告書

人員配置計画書

運営業務提案書

財務諸表
※原本と相違ない証明をすること。

見積書 見積書および見積内訳書（各年度）
守山市中部地区地域包括支援セン
ター運営業務

13部

※守山市入札参加資格登録業者は、
右記の書類は不要

13部

提案書

法人概要書

法人関係
書類

提供している介護保険サービス等の概
要

様式７
介護保険サービス（事業所・施設）指導
監査等実施状況に係る申出書

定款および寄付行為またはこれに類す
るもの

－

提出書類

守山市暴力団排除条例第６条の規定
に基づく照会同意書

 

 ※上記の各様式について、記載欄が不足する場合は適宜追加しても差し支えない。

その場合において、欄の順番を変えるなど、様式の改変はしないこと。 
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(2) 書類の綴り方 

ア 参加資格確認書類およびプロポーザル関係書類（以下「提案書類」という。）

は、ファイルを用いて、Ａ４判左２穴あけ綴りとすること。 

ファイルの表紙および背表紙に下記のとおり「守山市中部地区地域包括支援

センター受注法人提案書類」「法人名」を表記すること。 

 

【ファイル表紙】            【ファイル背表紙】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 提出部数は 13 部とし、正本１部と副本（正本をコピーしたもの）12 部の提出

も可とする。なお、必要部数が１部の提出書類は、正本に綴ることとする。 

また、各法人においても別に副本の用意をすること。 

ウ 提案書類は、１枚目に「守山市中部地区地域包括支援センター運営業務 公

募型プロポーザル提案書類一覧」を綴ること。 

２枚目以降は、上記「提案書類一覧」の順に従い、各書類の間に様式番号等

を記したインデックスをつけた仕切紙を入れ書類を綴ること。 

※ インデックスは、直接提案書類につけず、必ず仕切紙につけること。 

 

 

 

守山市中部地区地域包括支援センター運営業務 

受注法人提案書類 
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(3) 提出期限 

   令和２年８月 11 日（火）正午（ただし、質問書（様式２）は 12 のとおり） 

 (4) 提出方法 

   持参、郵送（特定記録郵便）または宅配便とする。分割提出は認めない。 

 (5) 提出先 

   滋賀県守山市下之郷三丁目２番５号 

   守山市健康福祉部地域包括支援センター 

 (6) 提出書類の事前審査に際しての留意事項 

提出にあたっては書類を持参のうえ、令和２年７月 31 日（金）までに提出書類

の事前審査を必ず受け、書類等に不備があった場合には訂正等を行ったうえで期

限（令和２年８月 11 日（火）正午）までに書類を整えて提出すること。（期限後

の書類の追加、訂正は受け付けない。） 

(7) 記入上の注意 

持参による提出の場合、受付は平日の午前８時 30 分から午後５時 15 分までと

し、最終日は正午必着とする。また、郵送または宅配便による提出は、上記の提

出期限までに届いたもののみ受け付ける。なお、いかなる理由においても提出期

限後の到着は受け付けない。 

 

14 審査方法および審査基準 

 (1) 審査員構成 

    プロポーザル等の審査は、次の 10 人程度の審査員で構成する選定委員会が行う。 

    ア 弁護士 

    イ 公認会計士、税理士 

ウ 介護保険運営協議会代表 

エ 地域包括支援センター運営協議会代表 

オ 地域ケア推進会議代表 

カ 地域ケア個別会議代表 

キ 自治連合会代表 

ク 民生委員児童委員協議会代表 

ケ 老人クラブ連合会代表 

コ 行政機関に所属する者 

 (2) 審査スケジュール 

上記８ 事業の全体スケジュールおよび受注者決定までの事務手順のとおり 

 (3) 審査結果の通知 

令和２年９月下旬頃に審査結果の通知文を発送する。 
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 (4) ヒアリング 

提出書類をもとに、選定委員会が評価を行うためのプレゼンテーションおよび

ヒアリングを実施する。出席者は担当技術者を含め３名以内とする。実施方法は、

原則としてプレゼンテーション（各法人 15 分）およびヒアリング（各法人 25 分）

とし、順次個別に行うものとする。 

(5) 審査項目 

ア 法人の経営・運営状況   

(ｱ) 法人の理念（様式３・定款等） 

(ｲ) 法人の経営状況（財務諸表・経営計画書・収支計算書・経営報告書） 

(ｳ) 法人の事業運営実績（様式４） 

(ｴ) 法人の事業監査の指導状況（様式７） 

(ｵ) 人員配置状況（様式８） 

  イ 運営業務提案  

(ｱ) 基本的な考え方（様式９） 

(ｲ) 運営体制（様式９） 

(ｳ) コンプライアンス遵守の姿勢（様式９） 

(ｴ) 業務の実施方針（様式９） 

(ｵ) 事例への対応能力および姿勢（様式９） 

(ｶ) 見積金額（様式 10） 

 

15 提案書等の公開等 

提案書の内容に関する著作権は、作成者に帰属する。ただし守山市は、採択した

提案書の内容を無償で使用できるものとする。また、提出された提案書は返却しな

い。 

本件に関して公文書公開請求があった場合は、守山市情報公開条例（平成 11 年条

例第 21 号）に基づき、採択された事業者名および採択事業者の提案書等は公開する

場合があります。 

 

16 提案に係る費用の負担に関する事項 

提案書の作成、提出その他の提案に係る一切の費用は、すべて提案者の負担とす

る。 

 

17 留意事項 

 (1) 接触の禁止 

事業者が本市職員、守山市地域包括支援センター運営業務委託業者選定委員会
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委員および本件関係者に対して、採否に係る働きかけを目的とし、直接または間

接的に接触することを禁止する。接触の事実が認められた場合には失格となるこ

とがある。 

 (2) 提案内容変更の禁止 

提案書等の内容を変更することは認めない。  

(3) 虚偽の記載をした場合 

提案書等に虚偽の記載があった場合は、無効とする。また、委託事業者の決定

後に虚偽の記載が発覚した場合はその決定を取り消し、契約を締結しないことが

ある。 

なお、この場合において提案者が被った損害については、守山市はその責めを

負わない。  

(4) 辞退する場合 

   提案書等の提出後に辞退する際には、辞退届（任意様式）を提出すること。  

 

18  問い合わせ先 

  〒524-0013 滋賀県守山市下之郷三丁目２番５号 

   守山市健康福祉部地域包括支援センター  

   電話：077-581-0330 

   F A X：077-581-0203 

   E-mail：chiikihokatsu＠city.moriyama.lg.jp 


